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1 ⽇本原⼦⼒研究開発機構

要旨 原⼦⼒発電施設の廃⽌措置では，様々な技術や⼯法を使いながら解体される．これまで⽇本では JPDR
という原⼦⼒発電の動⼒試験炉の廃⽌措置事例がある．ここでは，既存の分類を参考にした解体⼯法の体系化
としてイーグルサーチを活⽤した⽅法について検討し，情報の可視化に関して議論する．

1.はじめに
近年，世界的な傾向として原⼦⼒施設等の廃⽌措置

が進んでいる．現在の原⼦⼒施設等の廃⽌措置では炉
型や国の法律，廃⽌措置に取り組む企業の考え⽅など
により様々な⽅法や⽅式が採⽤されている．しかし，
原⼦⼒発電施設の廃⽌措置は⽐較的若い分野で，世界
的にも完了した例は 20 事例にも満たない．⽇本初の
商業⽤原⼦⼒発電所の東海発電所（⽇本原電，1966 年
に運転開始）を始めとして敦賀発電所１号機（⽇本原
電）や美浜発電所１号機（関⻄電⼒）（共に 1970 年
運転開始）などは黎明期の原⼦⼒発電施設として続々
と廃⽌措置に移⾏している．現在，商⽤発電炉では 10
基が廃⽌措置に移⾏している（事故炉を除く）[1]．

廃⽌措置の事例に関しては，国際原⼦⼒機関（IAEA）
が世界の廃⽌措置事例の情報を共有する試み[2]を⾏
っている．⽇本では，⽇本原⼦⼒学会が中⼼となり廃
⽌措置に関する基本⼯法や技術に関して冊⼦[3]とし
て編さんされているものがあるが，体系化された状態
で公開されている事例集などはない．

他⽅，製造に⽬を向けると産業技術総合研究所（産
総研）が加⼯技術データベースというものを公開して
いる．このデータベースでは，鍛造，切削，研磨，溶
接などの技術情報を体系化している．特に，国内の機
械部品関連の中⼩製造業などを対象とした情報化，技

術⼒向上，技能継承を⽬的としたデータベースである． 
原⼦⼒分野でも物理特性や原⼦炉の振る舞いなど

の様々な計算コードやデータベースは存在している
が，廃⽌措置に関しては体系化の余地は多く残されて
いる．そこで，本研究では，既存の情報体系化⼿法を
参考に⽇本原⼦⼒学会が編さんしている廃⽌措置情
報を対象に情報を再構成すること，実際の解体事例を
対象に可視化し，これらの取り組みから今後の廃⽌措
置情報の利⽤に関して論じることを⽬的とする．

2.情報の体系化事例
廃⽌措置に関する情報を体系的に取りまとめてい

る事例として IAEA がプロジェクトメンバー間に限
定公開しているものがある[2]．IAEA は原⼦⼒の平和
利⽤の促進を主⽬的とする国際連合の⾃治機関であ
り，IDN-WIKI と呼ばれる廃⽌措置に関する情報をま
とめたウェブサイトをメンバーのみに限定公開して
い る ． IDN と は International Decommissioning
Network のことであり，廃⽌措置に関する国際的な協
⼒体制に関する IAEA の持つ組織またはプロジェク
トの⼀つである．ここでいう WIKI とは，廃⽌措置事
例をまとめたデータ集という意味である．この WIKI
は 2013 年から開始され廃⽌措置に関する知識・情報
管理に関して活動を⾏っている[4]．同 WIKI では，
廃⽌措置事例，廃⽌措置の⽅法・技術，効果的な管理
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⽅法，組織・⼈・場所等の情報を選択式で指定し，そ
れに合致するデータを返すシステムである（図 1）．

図 1．IDN-WIKI（出典：IAEA のウェブサイト）
例えば，ケーススタディは 166 事例，論⽂等は 350

編ほどがあるが限定公開のために⼀般の利⽤者は中
⾝を知ることはできない[4]．

⼀⽅，⽇本では「世界の原⼦⼒発電所の廃⽌措置最
新 情 報 」 が 原 ⼦ ⼒ バ ッ ク エ ン ド 推 進 セ ン タ ー
（RANDEC）から公開されている[5]．IDN-WIKI で
の廃⽌措置事例の部分に該当するようなものであり，
世界の廃⽌措置状況の⼀覧を公開している．これによ
ると 2018 年 1 ⽉末現在で，恒久停⽌している原⼦⼒
発電施設は 170 基であり，廃⽌措置が終了している
のは世界で 17 事例である．原⼦⼒に関するデータベ
ースという観点では，⾼度情報科学技術研究機構が公
開している原⼦⼒の百科事典である ATOMICA[6]，
⽇本原⼦⼒研究開発機構の福島原⼦⼒事故関連情報
アーカイブ[7]などもある．

他⽅，廃⽌措置に関しては⼀般的に⼊⼿可能な資料
として書籍「原⼦炉解体-廃炉への道-」[8]や専⾨書と
しては，⽇本原⼦⼒学会が学会標準の“原⼦⼒施設の
廃⽌措置の計画と実施（2006）” ，実⽤発電⽤原⼦炉
施設等の廃⽌措置の計画（2011），原⼦⼒施設の廃⽌
措置の実施（2014）がある[3]．これらの内容は，除
染や解体⽅法・⼯法や技術がまとめられている．学会
標準では主に先⾏事例等を元に編さんされているが，
⽇本の廃⽌措置の完了事例は，旧⽇本原⼦⼒研究所の
JPDR という原⼦⼒発電の動⼒試験炉の事例のみで

ある．JPDR は⽇本初の試験⽤原⼦⼒発電施設として
1963 年に初臨界と運転開始がされた後，いくつか改
修⼯事がされて 1976 年に運転が終了している．そし
て，廃⽌措置は 1986 年から開始されて，1996 年に終
了している．電気出⼒は 1.25 万 kW と⼩規模である
ものの⽇本初の動⼒試験炉として多くの有⽤な知⾒
を残している．

このような状況もあり，廃⽌措置技術等については
⼀般的に閲覧可能な状態で公開されている情報やデ
ータベースは⾮常に少ない．技術的な点に関してはノ
ウハウも多分に含まれるために公開が制限されるこ
とも考えられるが，データの閲覧性も考慮した体系化
は重要な課題である．

ところで，多くのデータとそれを処理する⼤規模シ
ステムから構成されているデータベースをヘビーウ
ェイトとするならば．これとは逆に，少ないデータ数
や⽐較的⼩規模のシステムで構成されるものはライ
トウェイトデータベースとも呼べる．廃⽌措置業務に
関しては多くの情報やデータを必要とするが，「原⼦
⼒施設の廃⽌措置の実施」の解体・除染⼯法にのみ注
⽬すると 34 事例を挙げており，これらを対象とする
ならばライトウェイトデータベースが相当する．

3.可視化⼿法
本研究では，可視化⼿法として⼤⾕らや，古川の事

例[9][10]を参考にイーグルサーチというシステムを
活⽤する[11]．最初に述べたが，産業技術総合研究所
（産総研）では, 加⼯技術データベースにイーグルサ
ーチというシステムを活⽤し，技術情報を公開してい
る（図 2）．加⼯技術データベースとは産総研の旧デ
ジタルものづくり研究センターのプロジェクトであ
る．イーグルサーチとは Ryabov らが提案するインタ
ラクティブな情報可視化のアプリケーションである
[11]．同アプリは Web ブラウザ上の GUI であり，
JavaScript で動作するテーブル構造のデータベース可
視化アプリケーションである．あらかじめ検索対象と
なる項⽬・語句を決定し選択肢としてタブ化し，検索
条件にあうタブをクリックすると，それらに適合しな
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い項⽬がグレーアウトする．同時に検索条件に合致す
るデータ数と対象となるデータを瞬時に表⽰すると
いうインタラクティブなシステムである．

図 2．イーグルサーチ利⽤例[10]
⼤⾕ら[8]はこのイーグルサーチを活⽤するメリッ

トとして，網羅的な項⽬の組合わせデータを集められ
ない⺟集団に対する検索に本 GUI が有⽤であると述
べている．例えば，通常のデータベース検索では，複
数ある選択肢を選んで検索実⾏しても空集合，つまり
検索結果が表⽰されないことがあるが，イーグルサー
チでは毎回選択肢のフィードバックを⾏うため空集
合になることはない．特に，加⼯事例の場合，条件の
組み合わせによっては加⼯を実⾏できない場合もあ
り，これは空集合になる．同様に廃⽌措置技術や⼯法
においても組み合わせにより空集合となることは⼗
分にあり得る．

4.廃⽌措置情報の体系化と可視化
本研究では，まず既存の廃⽌措置技術の資料である

学会標準[3]で⽰される解体技術に対してイーグルサ
ーチを活⽤しデータベースを作成する．公開情報を対
象としたデータの可視化のプレテストでもある．次に，
そこで実際の体系化例として学会標準で⽰される解
体⼯法を参考にイーグルサーチで情報を再構築する
（図 3）．

学会標準では解体⼯法例として，⼤分類，⼩分類を
設けた解体撤去⼯法として 34 例を⽰している．なお，

個別の⼯法は，概要や留意点，実績，参考⽂献などが
各 A4 ⼀枚でまとめられている．

図 3.解体⼯法のイーグルサーチ

図 4.イーグルサーチ検索例
次に，イーグルサーチでの検索例を⽰す（図 4）．例

えば，⼤分類で「⾦属解体⼯法」を選択し，⼩分類で
「機械的解体」を選択すると，対象材料は「⾦属」，
「⾦属・コンクリート」，環境は「気中」，「気中・⽔
中」，遠隔操作は「可能（実⽤化のみ）」に関するデー
タがあることが分かる．これに該当するデータは 9 件
である．その他の選択肢はグレーアウトされて選択で
きない（該当するデータがない）ことも分かる．⼀覧
を選択すると該当するデータが⽰される．データはマ
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ウスオーバーで強調表⽰され，閲覧したい情報をクリ
ッ クするとリ ンクしたド キュメント ファイルや
HTML などを表⽰させる仕組みとした． 

次に，⽇本原⼦⼒研究開発機構が廃⽌措置を進める
福井県敦賀市にある新型転換炉原型炉ふげん（「ふげ
ん」）での廃⽌措置に関する解体と除染に関するイー
グルサーチ利⽤例を⽰す（図 5）．「ふげん」では 2003
年に運転が終了して 2008 年から廃⽌措置に移⾏して
いる．そこで各解体⼯法や除染⽅法と対象となる施設
などを選択条件として該当する解体や除染に関する
情報を可視化できる仕組みとしてイーグルサーチを
⽤いる．なお，図 5 はダミーデータを挿⼊している．  

 
図 5．廃⽌措置技術体系化例 

ここでは，作業担当課名，作業項⽬，除染⽅法，解
体⽅法，対象施設，実施年度などを情報として構築し
た．これにより，過去の解体等のデータをインタラク
ティブに俯瞰視してアクセスできる仕組みとしてい
る．なお，ダミーデータのためここでは⼀覧データは
表⽰しない． 

5.結果と考察 
結果として既存の廃⽌措置情報と解体事例を対象

にウェブ上に再構築し直すことができた．ウェブの閲
覧性，検索・探索性の利便性は紙⾯上を上回るが，イ
ーグルサーチを活⽤することで俯瞰視できる形で情
報を可視化することができた．例えば，図 4 の解体⼯
法では，既存の分類表では，⼤分類や⼩分類と解体⼯
法名は知ることができるが，解体対象や気中や⽔中と
いう情報は直接，紙⾯を閲覧する必要がある．ここで
は，それらも検索対象とすることで必要となる情報に
アクセスしやすくするというメリットがある．さらに，

イーグルサーチの特徴である全体を俯瞰視して認識
することと，そこから部分に注⽬して情報にアクセス
するということが可能となる．また，検索例では，「⾦
属解体⼯法」「機械的解体」には今現在は，⽔中切断
はないことが分かる． 

こうした点は，⼤⾕らも指摘するように技術は組み
合わせにより空集合となることもあるためインタラ
クティブに検索条件を指定することができる⽅法は
その点では⾮常に有⽤であると⾔える．空集合である
ということは，現在の技術的課題や該当する情報を収
集するための指令にも使える．また，ベテラン職員や
その分野に詳しい⼈にとっては，組み合わせのありな
しの知識を持っているが，そうでない初学者にとって
は体系的な知識を獲得していないために適切な検索
語句や探索には労⼒がかかるが，同システムを活⽤す
ると部分集合や包含関係も⾃明であり，適切な知識や
情報の伝授にも活⽤が可能である考えられる． 

図 5 の廃⽌措置技術の体系化例では，既知の解体と
除染に関する技術をまとめてある．除染に関しては，
さらに細かな除染名称もあるが今回は，⼤分類となる
ものだけを対象としてある．実績データを元にすれば
より実態に即したデータベースになる． 

6.議論 
最初に，図 3 で⽰した難削材切削加⼯データでは被

削性や⼯具材などが体系的にまとめられている．廃⽌
措置においても解体⼯法では対象の材質等や場所に
より適切な解体⼯法が選択されており，現場のノウハ
ウは蓄積されている．本研究で検討したイーグルサー
チのテーブルデータは，基本指針として既存の資料の
分類に従っている．分類指針は，対象の切り取り⽅や
観察の仕⽅，⽴ち位置に関する問題を含んでいる．既
存の廃⽌措置の解体技術分類では，解体対象が⾦属か
コンクリートか，解体は，機械的に解体するのか熱的
に解体するのか，といった分類である．データをどの
ようにまとめたいのか，どのように利⽤したいのか，
といった視点も当然，分類指針の作成には必要である．
これには，多様な分類や論理的整合性を加味し，且つ，
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廃⽌措置の実情に応じた体系化（タクソノミー）も必
要といえる． 

例えば，⼀般的な解体において，被解体物の物理特
性，被削性に応じた適切な解体⼯法は提⽰しやすいが，
原⼦⼒発電施設の解体には考慮すべき特異なパラメ
ーターも多く存在する．廃⽌措置の解体では⼀般の建
築物等の解体のように⼤型重機等を使って⼀気に解
体することは基本的には⾏われない．運転に応じて発
⽣した汚染状況に依存し，施設や機器を維持管理しつ
つ対象を徐々に分離したり切断したりすることが作
業のひとつとなる．当然，作業速度や経済性は重要な
指標である．また，対象材の汚染の有無によって作業
内容は制限される．そして，作業員の安全性や作業性，
他にも解体場所の作業スペースの広さや解体撤去物
の置き場所も検討する必要がある．さらに，狭隘部も
多くあり選択できる⼯法が限定されることも多く，汚
染の有無により粉塵やドロスに対しては⾶散防⽌対
策等の徹底が求められる． 

こうした点をどこまで考慮に⼊れてデータ検索を
実装するのかは⼀つの課題である．全てのパラメータ
ーに対応するのか，それとも代表的なパラメーターを
対象として詳細は⼀覧情報に委ねる⽅法もある． 

イーグルサーチというアプリケーションの本来の
⽬的や特性は全体を俯瞰的に捉えて，事前に提⽰され
た選択肢から任意の条件を選択することでインタラ
クティブに情報を取得することが主眼である．多くの
パラメーターを考慮したクエリへの対処は本来の⽬
的の範囲外となる．  

ただし，過去の事例から作業⼯法の確認や解体切断
に関する諸情報や諸条件を獲得するための俯瞰視可
能なデータベースは作成可能である．例えば，「ふげ
ん」において既存の切断⼯法の⽐較データとして復⽔
器解体に関する⼀部の切断データを整理する（図 6，
図 7）．パラメーターとして，解体対象，⼯法，切断速
度，コスト，（被解体対象）⾦属厚などとし，速度と
コストは定性的な「髙，中，低」という値で⽰す．例
えば，「ふげん」では復⽔器の解体においてガソリン
（酸素）切断機を活⽤した．イーグルサーチでこの切

断機をクリックした場合は，作業実績やその速度等を
即時に俯瞰的に知ることができる（図 6）． 

 
図 6.ガソリン切断機における解体事例 

 
図 7.切断速度「⾼」の解体事例 

また，対パイプ切断速度の速い⼯法を知りたい場合
は，「⾼」をクリックすると，復⽔器の冷却管での実
績とダイアモンドワイヤーソーという⼯法を知るこ
とができる（図 7）． 

さらに，⼀覧の実データには実際の解体実績やその
ときの注意点等，選択理由や獲得した知⾒を追加情報
で⽰すことでシンプルに情報にアクセスが可能とな
る．このとき，付加情報にはいくつかの知⾒を盛り込
むことで同様の解体事例が発⽣した際の技術等の継
承資料の作成と適切な参照の仕組みを作ることも可
能である．これは，イーグルサーチの特性として全体
の傾向を俯瞰的に獲得するという本来の⽬的に合致
するものであり，イントラネットなどの限定された場
ではさらに詳しい情報を付加することで情報共有も
図ることができる． 

⾮選択データが 30 事例ほどであれば，情報の取捨
選択には⼤きな労⼒は与えないと思われるが，様々な
要件に合致する情報の獲得を念頭に置くと，多くのパ
ラメーターを考慮した推論機構等も必要となると考
えられる．例えば，廃⽌措置をタスクとして解体オン
トロジーを構築し，上位概念からの分類指針の検討が
考えられる．現在は，オントロジーとイーグルサーチ
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の分類を連携の試作段階であるが，オントロジー的な
知識の体系化に従うと解体⼯法の選定に関する推論
に貢献することも可能であると考えている．例えば，
切断技術の種類として電気エネルギー切断であるプ
ラズマアークソー切断法とガス切断である酸素ガス
切断法がある．両者ともに動⼒や仕組みはことなるも
のの，対象⾦属を⾼温状態，酸化状態にし，溶融させ
て，溶融部をガスにより吹き⾶ばすことで切断してい
るという点では似通っているまたは類似の概念上に
付置できると表現できる（単に溶融するだけの場合も
ある）．このようにオントロジーを構築し活⽤すると
解体対象をどのように解体したいのかを検討する際
にオントロジーを⽤意することでより正確な類推に
も貢献できると思われる．このためには解体技術デバ
イスオントロジーが必要である．これらの点は今後の
課題である．

7.まとめ
公開情報や実際の解体を対象にしてイーグルサー

チを活⽤した廃⽌措置情報の可視化を⾏うことがで
きた．情報の可視化は技術等の継承において，当事者
は当然のように理解している内容でも，被教育者等に
とっては体系的，俯瞰的に情報を獲得できる⼿法は重
要である．また，イーグルサーチでのデータベースの
作成のハードルも⾼くなく，IT 技術の専⾨家を介さ
ずに，即応的に構築する可能な点も特徴である．

⼀⽅，情報の拡充や分類指針のより精緻化も必要で
ある．客観的な分類指針の選択や指標の作成は，今後，
情報量が増加することを考慮すると検討すべき点で
もある．今後は，実際の解体データを活⽤し，組織内
での情報共有と情報の再利⽤という観点でデータベ
ースを整備し，論理的整合性があり，今後のデータ拡
充も念頭において情報の体系化と可視化を⽬指した
い．
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